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平成３０年労第４１７号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する｡ 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

労働基準監督署長（以下「監督署長」という。）が平成２９年６月２３日付けで再

審査請求人（以下「請求人」という。）に対してした労働者災害補償保険法による療

養補償給付を支給しない旨の処分を取り消すことを求める。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人は、平成１６年９月１６日、会社Ａに雇用され、Ｂ所在の同社Ｃ事務所

（以下「Ｃ事務所」という。）において、主に清掃業務に従事していたが、平成２

７年１月、Ｄ所在の同社Ｅ事務所（以下「事業場」という。）に配置換えになり、

清掃等の業務に加え名刺作成業務に従事するようになった。 

２ 請求人は、平成２７年７月１１日、Ｆ医療機関を受診したところ、「統合失調症、

てんかん」と診断され、同月２８日、Ｇ医療機関を受診したところ、「急性一過性

精神病性障害、器質性妄想性障害」と診断された。 

請求人によると、Ｃ事務所から事業場への業務内容の変更を伴う異動、糖尿病

による低血糖発作時の会社の対応の悪さに加えて、上司の叱責を受けたため精神

の異常を来したという。 

３ 本件は、請求人が、請求人に発病した精神障害は業務上の事由によるものであ

るとして療養補償給付の請求をしたところ、監督署長はこれを支給しない旨の処

分（以下「本件処分」という。）をしたことから、本件処分を不服として同処分の

取消しを求める事案である。 

４ 請求人は、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査請

求をしたところ、審査官が平成３０年９月１２日付けでこれを棄却する旨の決定

をしたことから、更にこの決定を不服として本件再審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 

１ 請求人 

 （略） 
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２ 原処分庁 

 （略） 

第４ 争  点 

請求人に発病した精神障害が業務上の事由によるものであると認められるか。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

 １ 前提事実 

（略） 

２ 当審査会の事実認定及び判断 

（１）請求人の精神障害の発病の時期及び疾病名について 

  ア 既往症について 

（ア） てんかん 

 請求人は、２、３歳頃からけいれん発作があり、昭和５８年２月からＨ医療

機関において、てんかんと診断され、薬物療法で治療している。意識喪失発作

は平成２２年１月２９日を最後に以降はコントロールされており、平成２７年

６月１２日のＨ医療機関の受診を最後に、通院を中断している。 

（イ） 知的障害 

請求人は、２、３歳頃より精神遅滞が表面化しており、平成４年７月２９日

付けでＩ自治体から知的障害の認定を受け、愛の手帳（Ｂ２）を交付されてい

る。 

（ウ） 糖尿病 

請求人は、平成６年に急性膵炎発症後の糖尿病により、以後Ｆ医療機関に通

院していた。平成２７年１月に仕事内容が変化した影響、あるいは、仮性膵の

う胞の増大の影響により血糖コントロールが悪化し、請求人が昼食を極端に制

限するなどし低血糖で搬送されるなど不安定であったため、同年４月に入院し

強化インシュリン療法に変更された。同年６月１３日の受診時に血糖コントロ

ールは改善していた。 

（エ） その他 

    請求人は、平成２１年２月に甲状腺機能低下症を、平成２５年９月に仮性膵

臓のう腫を発症している。 
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 イ 発病までの経過 

（ア）請求人は、平成２７年１月にＣ事務所から、事業場に異動し、同年４月２０

日、事業場で低血糖意識障害を発症して救急搬送され、同月２７日から同年５

月１３日までＪ医療機関に入院し、同年６月１日まで休職後、同月２日から職

場復帰（同日から５日は午前中のみ出勤、同月８日から通常勤務）した。 

（イ）請求人は、平成２７年６月１２日のＨ医療機関の受診を最後に、てんかんの

通院を中断した後、同月１３日糖尿病の治療のため、Ｆ医療機関を受診してい

る。その後、請求人は、同月１８日に職場を無断欠勤した。請求人の家族（以

下「家族」という。）は、同日、事業場からの連絡を受けたＫ就労支援センタ

ーのＬからの家庭状況確認の電話に対し、要旨、「事業場に異動以来、請求人

があまり会社に行きたがらない。ぶつぶつ言いながらも出勤し、慣れてきたと

思った頃に入院してしまい、退院後はますます行きたがらなくなった。全体的

にまだ本調子ではなく、体力も落ちてきているため疲れが残りやすい。自宅で

も一つ一つの動作に時間がかかるようになり、以前にも増して次の動作に移る

までの時間がかかるようになった。物忘れが多くなり、主治医に相談したとこ

ろ、てんかん薬を徐々に減らすことを検討することになった。糖尿病について

は退院後インシュリンの回数が１日４回に増え、食事制限がなくなったが、請

求人はその切り替えがうまくできず、注意をしても改善されない。毎日出かけ

るまでが言い合いになりお互いによくない。請求人が体調不良など口にしない

ため家族もわからない。」と述べている。 

（ウ）請求人は、平成２７年６月２３日以降、事業場において足の痛みを訴えてお

り、同月２４日のＭとの電話においても同月１８日以降左足がヒリヒリ痛む、

右足も時々痛むと述べている。 

（エ）請求人は、平成２７年６月２５日夕方のミーティング終了後、事業場におい

て、上司のＭから、就業態度について叱責され、「自分の部屋に貼り出してお

け、毎日見える場所に貼ってよく読め。」と書面を渡された。同書面には「請

求人が守らなければいけないこと、８：３０が始業時刻（仕事の始まる時間）

です。８：４５までに着替え終わって、道具の準備（パートナーとの道具チェ

ックまで）、サービス日誌の記入、今日の目標を決めて班長に報告していなけ

れば遅刻したのと一緒です。８：４５までに目標を決めて班長に報告できるよ

う、余裕をもって自宅をでましょう。６／２５ Ｍ」と記載されていた。 
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（オ）請求人と家族は、平成２７年６月２６日朝、出勤するかしないかでもめ、家

族は、事業場及びＭに、仕事に行きたがらないので休む旨の連絡を入れた。請

求人は、同日に欠勤して以降、部屋に閉じこもり、食事もまともに摂らなくな

った。 

家族は、同月２９日、請求人を精神科に受診させようとしたが、請求人は行

かなかった。 

請求人は、同年７月初旬以降、「食事に変なものを入れられる。」と拒食、

不眠、妄想的発言をするようになった。足の痛みや腫れのため、家族やＬが整

形外科の受診を勧めても受診拒否で動こうとしなかった。請求人は、同年６月

から７月にかけて、抗てんかん薬、インシュリン注射を自己の判断で中止する

ようになった。 

（カ）家族の相談を受け、平成２７年７月１１日に、Ｆ医療機関の医師が往診した。

往診した医師は、「本人と本日ほとんど会話が成立しなかった。不明な点が多

いが、自閉的傾向？が顕在化していたと推測される。発症年齢からは統合失調

症が疑われる。」と診断した。 

家族は、同月２８日、請求人の体調が悪化していることから、民間の救急搬

送会社に依頼し、請求人はＧ医療機関に入院した。 

  ウ 請求人の発病の時期及び疾病名について 

  （ア）Ｎ医師は、平成２９年１月１６日付け意見書において、要旨、「急性一過性

精神病性障害（Ｆ２３）、器質性妄想性障害（Ｆ０６.２）」と診断し、その

根拠として、「平成２７年６月から抗てんかん薬の服用やインシュリン注射

を中止しており、入院日の血液検査では著しい血糖コントロール不良を認め

たため。」と述べている。また、同医師は、同年４月１０日付け意見書におい

て、「急性一過性精神病性障害は、入院時（平成２７年７月２８日）の判断で

あり、入院時の病状、病歴から判断した。入院後の臨床検査による高血糖が判

明したことや症状の変化を考慮した。」と述べており、疾病名を器質性妄想性

障害としている。 

  （イ）一方、労働局地方労災医員協議会精神障害専門部会は、平成２９年６月１６

日付け意見書において、「平成２７年４月に血糖コントロール不良のため低血

糖発作を発症した。その後、同年６月頃から気分の落ち込み、就労意欲の低下

等の症状が出現したことにより、同月２６日から休業を開始し、同年７月１１
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日に受診に至った経過から、同年６月頃にＦ４３．２の『適応障害』を発病し

たと考えられる。その後は、自閉的となり、服薬やインシュリン注射を滞った

ことにより、二次的に被害妄想、幻聴等の症状が生じたものと考える。」とし

て、同年６月頃、「適応障害（Ｆ４３．２）」を発症したとしている。 

  （ウ）請求人の疾病名について、上記のとおり異なる医学的見解があることから、

Ｏ医療機関Ｐ医師（以下「Ｐ医師」という。）に対し、労働保険審査官及び労

働保険審査会法第４６条第１項第３号に基づき、意見を求めたところ、Ｐ医師

は、令和元年１２月２６日付け意見書において、次のとおり述べている。 

「請求人を平成２７年７月１１日に往診したＦ医療機関の同年７月２４日

付け診療情報提供書によれば、請求人の自閉傾向が強く、床にうずくまって動

こうとしないことや、『食事にヘンなものを入れられる』と訴えて拒食気味に

なっていることなどが書かれており、何らかの精神障害が発病していたと考え

られる。さらに、Ｇ医療機関の診療録には、入院日の平成２７年７月２８日に

は請求人が亜昏迷状態にあり脱水のリスクが高かったと書かれており、器質的

要因の影響により意識レベルも低下していたと考えられる。また、請求人の糖

尿病コントロールは著しく悪く、知的障害や甲状腺機能低下症、てんかんも併

存している。こうしたことを総合的に判断すると、平成２９年６月１６日付け

労働局地方労災医員協議会精神障害専門部会の意見書において請求人が平成

２７年６月頃にＦ４３．２適応障害を発病したという見解は否定され、『入院

後の臨床検査により高血糖が判明したことや症状の変化を考慮し最終診断を

器質性妄想性障害とした』とする平成２９年４月１０日付けＮ医師の意見書が

妥当であり、その主要因は個体要因であると判断される。」としている。 

  （エ）そうすると、Ｎ医師及びＰ医師の意見は、請求人の症状及びその経過等に照

らし妥当であり、請求人は遅くとも平成２７年７月１１日頃には、器質性妄想

性障害（以下「本件疾病」という。）を発病し、その要因は個体要因であると

判断する。 

（２）ア ところで、器質性妄想性障害を含む器質性の精神障害の発病の業務起因性に

係る判断に関しては、厚生労働省労働基準局長が策定した「心理的負荷による

精神障害の認定基準について」（平成２３年１２月２６日付け基発１２２６第

１号。以下「認定基準」という。）によれば、同認定基準で対象とする疾病は、

ＩＣＤ－１０に分類される精神障害であって器質性のもの等は除くこととさ
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れている。なお、「器質性の精神障害及び有害物質に起因する精神障害につい

ては、頭部外傷、脳血管障害、中枢神経変性疾患等の器質性脳疾患に付随する

疾病や化学物質による疾病等として認められるか否かを個別に判断する」もの

とされている。 

   イ 上記の判断に係る考え方に照らすと、本件疾病は認定基準の対象疾病となら

ない器質性のものに分類される。また、請求人には頭部外傷等の器質性脳疾患

に付随する疾病を発症した事情も認められていない。 

   ウ なお、請求人は、業務による強い心理的負荷により精神障害を発病した旨の

主張をしているが、上記のとおり、請求人が発病した疾病は、器質性妄想性障

害であり、認定基準に係る対象疾病ではない上、請求人の精神障害の発病は個

体要因であることから、請求人の主張は採用することができない。 

 （３）よって、請求人に発病した本件疾病は、業務上の事由によるものということは

できない。 

４ 結  論 

よって、本件処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はないから、請求人

の本件再審査請求を棄却することとして、主文のとおり裁決する。 

 

令和２年３月２７日 

 


